【第１号様式】
平成29年　月　日
江 戸 川 区 長　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印　
江戸川区熟年相談室（地域包括支援センター）業務委託応募申請書
　　江戸川区熟年相談室（地域包括支援センター）の設置及び運営の受託を希望する法人として
応募申請いたします。

なお、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること及び提出書類の内容が事実と相違ないことを誓約します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１．提出書類

　　(1) 法人概要　（第2号様式）　
(2) 提案書　　（第3号様式）
(3) 収支計画書（第4号様式）
(4) 職種別の職員配置予定表（第5号様式）
(5) 設置計画書（第6号様式）
【第２号様式】
　法　人　概　要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（審査項目1）

	項　　　目
	内　　　容

	法　人　名
	

	所　在　地
	

	代表者氏名
	

	設立年月日
	

	資　本　金
	

	従業員数
	

	事業内容
	

	過去3年間の個人
情報に関する事故
の有無
	□　有　　　　　□　無
　※有の場合は、事故の概要及び対応を記載すること。

	会社概要特記事項
	

	区内で提供している介護サービスの概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（審査項目２）

	１
	サービス種別
	
	事業所名
	

	
	事業開始年月日
	平成　年　月　日
	所在地
	江戸川区

	
	事業実績
	

	２
	サービス種別
	
	事業所名
	


	
	事業開始年月日
	平成　年　月　日
	所在地
	江戸川区

	
	事業実績
	


【第３号様式】
　　　　　　　　　　　　　　提　案　書
	法人名
	

	連絡先
	
	担当者
	

	○基本的事項について（審査項目4）

	

	○第１号介護予防支援事業について（審査項目4）

	

	○一般介護予防事業（審査項目4）

	

	○総合相談・支援事業（審査項目4）

	

	○権利擁護事業（審査項目4）

	

	○包括的・継続的ケアマネジメント支援事業（審査項目4）

	

	○認知症総合支援事業（審査項目4）

	

	○法令・遵守について（審査項目5）

	

	○危機管理対策について（審査項目6）

	

	○個人情報保護及び管理について（審査項目7）

	

	○相談や苦情処理の対応について（審査項目8）

	

	○相談や苦情処理の対応について（審査項目8）

	

	○設置計画の考え方について（審査項目11）

	

	○建物や施設・設備における高齢者への配慮や工夫（審査項目11）

	


※審査項目（募集要項17ページ）を参考に作成してください
【第４号様式】
　　　収支計画書
（審査項目9）
＜収　入＞
	科　　　目
	項　目　（内訳）
	金　　額
	備　　考

	区委託料
	
	
	

	介護報酬
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　　計
	
	　　　　　　円
	


＜支　出＞
	科　　　目
	項　目　（内訳）
	金　　額
	備　　考

	人件費
	
	
	

	福利厚生費
	
	
	

	需用費
	
	
	

	役務費
	
	
	

	委託料
	
	
	

	使用料
	
	
	

	備品購入費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　　計
	
	　　　　　　円
	


　
【第５号様式】
職種別の職員配置予定表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（審査項目10）
	法人名
	

	所在地
	

	管理（予定）者
	氏名　　　　　　　　　　　　職名

	配置予定数
	　　　　名　（保健師等　 　名、社会福祉士等　 　名、
主任介護支援専門員等  　名、その他　　 名）


１．保健師等
	現在確保している場合
	職　　種
	□ 保健師　　　

　□ 保健師に準ずる者（該当要件：　　　　　　　　　　）

	
	資格取得日
	西暦　　　　年　　月　　日

	
	氏　　名
	
	生年月日
	西暦　　　年　　月　　日

	
	職　　歴
業務内容　　　　
	

	現在確保していない場合
	· 今後、法人内で確保の見込み

· 今後、採用の見込み（確保予定時期　　年　　月　　日）


※資格証の写しを添付してください。
２．社会福祉士等
	現在確保している場合
	職　　種
	□ 社会福祉士

　□ 社会福祉士に準ずる者（該当要件：　　　　　　　　　　）

	
	資格取得日
	西暦　　　　年　　月　　日

	
	氏　　名
	
	生年月日
	西暦　　　年　　月　　日

	
	職　　歴

業務内容　　　　
	

	現在確保していない場合
	· 今後、法人内で確保の見込み

· 今後、採用の見込み（確保予定時期　　年　　月　　日）


※資格証の写しを添付してください。
３．主任介護支援専門員等
	現在確保している場合
	職　　種
	□ 主任介護支援専門員
　□ 主任介護支援専門員に準ずる者

（該当要件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	資格取得日
	西暦　　　　年　　月　　日

	
	氏　　名
	
	生年月日
	西暦　　　年　　月　　日

	
	職　　歴
業務内容　　　　
	

	現在確保していない場合
	· 今後、法人内で確保の見込み

· 今後、採用の見込み（確保予定時期　　年　　月　　日）


※資格証の写しを添付してください。
４．その他専門職員
	現在確保している場合
	職　　種
	□介護支援専門員　□保健師　□経験のある看護師　□社会福祉士

□ 主任介護支援専門員
□高齢者保健福祉の相談業務等に3年以上従事した社会福祉主事

	
	資格取得日
	西暦　　　　年　　月　　日

	
	氏　　名
	
	生年月日
	西暦　　　年　　月　　日

	
	職　　歴
業務内容　　　　
	

	現在確保していない場合
	· 今後、法人内で確保の見込み

· 今後、採用の見込み（確保予定時期　　年　　月　　日）


※資格証の写しを添付してください。
６．認知症地域支援推進員の職種
	現在確保している場合
	職　　種
	□保健師　□看護師　□社会福祉士

※認知症の医療や介護における専門的知識及び経験を有する者
□介護支援専門員
※認知症の介護や医療における専門的知識及び経験が3年以上ある者

	
	資格取得日
	西暦　　　　年　　月　　日

	
	氏　　名
	
	生年月日
	西暦　　　年　　月　　日

	
	職　　歴
業務内容　　　　
	

	現在確保していない場合
	· 今後、法人内で確保の見込み

· 今後、採用の見込み（確保予定時期　　年　　月　　日）


※資格証の写しを添付してください。
５．その他専門職員
	現在確保している場合
	職　　種
	□介護支援専門員　□保健師　□経験のある看護師　□社会福祉士

□ 主任介護支援専門員
□高齢者保健福祉の相談業務等に3年以上従事した社会福祉主事

	
	資格取得日
	西暦　　　　年　　月　　日

	
	氏　　名
	
	生年月日
	西暦　　　年　　月　　日

	
	職　　歴
業務内容　　　　
	

	現在確保していない場合
	· 今後、法人内で確保の見込み

· 今後、採用の見込み（確保予定時期　　年　　月　　日）


※資格証の写しを添付してください。
７．事務職員について
	職　　種
	　□常勤　□非常勤

	資格取得日
	西暦　　　　年　　月　　日

	氏　　名
	
	生年月日
	西暦　　　年　　月　　日

	職　　歴
	勤 務 先 名
	勤 務 年 月
	業 務 内 容

	
	
	年 　月～　 年　 月
	

	
	
	年 　月～　 年　 月
	

	
	
	年 　月～　 年　 月
	

	
	
	年 　月～　 年　 月
	

	
	
	年 　月～　 年　 月
	

	
	
	年 　月～　 年　 月
	


８．各項目について法人の考え方を記載してください
	項目
	記載内容

	①3職種職員の連携や運営体制について 


	

	②職員の採用
	

	③退職者が出る場合の対応
	


【第６号様式】

設 置 計 画 書
（審査項目11）

　　　　　　　　　　　　　　　　　法　人　名：　　　　　　　　　　 　　　　　　　　
（該当する項目にレ点を記入すること。)

	１.設置場所の確保
	□有(予定を含む)　　□無

	２.設置場所の形態
	□法人所有物件　

□民間賃貸物件

賃料（　　　　　　）

共益費（　　　　　　）
駐車場料金（　　　　　　）

	３.設置場所の所在地
	江戸川区



	４.建物の概要
	□単独

□その他(建物内に他の事業所がある場合は、その状況を

記載すること)

	５．センター設置の状況
(階数、面積を記入し、有無を○で囲むこと。)
	・　　階建ての　　階
・事務所の面積　　　　㎡

・エレベ－タ－　有 ・ 無 
・駐車場　有 ・ 無

	６．利　便　性
	・最寄の駅、バス停等の名称とその距離、駐車場の状況等を記入


	７．設置場所の確保予定がない場合の今後の計画等
	


添付書類
　 ①住宅地図に方位と設置場所を明示すること

　 ②建物内におけるセンタ－の位置がわかる図面を添付すること
　 ③設置場所の状況がわかる現状写真を添付すること
応募書類確認一覧表
	NO
	提　　出　　書　　類
	チェック欄
	備　考

	
	
	法人
	区
	

	1
	江戸川区熟年相談室（地域包括支援センター）業務委託応募申請書【第1号様式】
	
	
	

	2
	法人概要【第2号様式】
	
	
	

	3
	提案書【第3号様式】
	
	
	

	4
	収支計画書【第4号様式】
	
	
	

	5
	職種別の職員配置予定表【第5号様式】
	
	
	資格証の写し添付

	6
	設置計画書【第6号様式】
	
	
	詳細地図、現況写真添付

	7
	法人の定款、寄付行為等、規約その他これに類する書類
	
	
	

	8
	法人の登記事項証明書（申請日前、3か月以内に発行）
	
	
	

	9
	法人税、消費税及び地方消費税、区民税の各納税証明書
（直近3年分の写し）
	
	
	

	10
	法人の財務状況に関する書類
（損益計算書、貸借対照表等、直近3年分）
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　正本1部、副本7部を提出してください。
　※　提出の際、この応募書類確認一覧表を必ず添付してください

（一般競争入札の参加者の資格）


第百六十七条の四　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。


一　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者


二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者


三　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項各号に掲げる者


２　普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。


一　契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。


二　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。


三　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。


四　地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。


五　正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。


六　契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。


七　この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。





【 問い合わせ及び提出先 】


江戸川区福祉部介護保険課事業者調整係


　  　　　　〒132-8501　江戸川区中央1-4-1


　  　　　　電話 03-5662-0032   FAX 03-5663-5172








